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水みらいビジョン2031に取り込んだ経営効率化の取組の内容を確認した
上で、令和７年度の取り組み状況や効果をモニタリングしていただきます。

また、今後取り組んでいく経営改善策について確認していただきます。
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Ⅰ．水みらいビジョン策定に当たり
取り込んだ経営効率化の取組

➤ 施策体系への経営効率化の取組の取り込み
➤ 経営効率化の取組と対応する事業

取組内容確認
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１．施策体系への経営効率化の取組の取り込み

【具体的な経営効率化の取組】

水道施設の適正化・効率化
を推進するための取組
（３事業）

水道施設の更新需要等
経費節減を推進するた
めの取組（３事業）

財源確保及び業務改善
を推進するための取組
（８事業）

効率的な組織体制構築
を推進するための取組
（２事業）

【いわき水みらいビジョン2031】

①これまで ②現状と将来見込 ③将来への本市の対応

〇水道事業を取り巻く社会情勢の変化
や多様化・複雑化するお客さまニーズ
等を的確にとらえ、安定した水道
サービスを提供するため、これまでも
経営効率化の取組を推進
・小規模施設の統廃合等による維持
  管理費の削減
・効率的な組織体制の構築
・浄水場運転管理業務の民間委託
・水道料金に関わる営業部門業務の
  包括委託による人件費の削減
・企業債借入の抑制による支払利息
  の縮減 など

〇水道事業は固定費が大部分を占める
装置産業であり、水需要にかかわらず
費用が減少しないという特性を持つ
一方、水需要の減少は直接的に料金
収入の減少に繋がる

〇今後は、水需要が減少していくことが
見込まれ、事業を健全に運営していく
ためには、料金水準の見直し等の
財源確保の検討が必要不可欠となり、
経営環境はこれまで以上に厳しい
状況となることが見込まれる

〇本ビジョンに掲げた目指すべき
将来像への歩みを効率的に
進めることを目指し、今後も直面
する課題や新たな課題に柔軟に
対応していくため、具体的な経営
効率化の取組を施策体系に取り
込み、経営の効率化に取り組んで
いくものとしている

計画への取り込み 計画への取り込み
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２．経営効率化の取組と対応する事業

経営効率化の取組 事 業 名

水道施設の適正化・
効率化の取組

№15 水道施設のダウンサイジングの検討

№16 水道施設の効率的な運用

№38 漏水防止対策事業

水道施設の更新需要等
経費節減の取組

（再掲） №15 水道施設のダウンサイジングの検討

№36 水道施設長寿命化計画の推進

№57 発生抑制を主眼とした３Ｒの推進と適正処理

財源確保及び業務改善
の取組

№45 将来の事業環境を見据えた水道料金制度の検討

№46 財政収支計画の推進

№47 企業債管理の適正化

№48 アセットマネジメントの活用推進

№49 財政支援等の要望と新たな財源確保の推進

№50 新たな官民連携による業務改善の検討

№51 業務改善の推進

№53 ICT活用による業務の効率化の検討

効率的な組織体制
構築の取組

№43 効率的な組織機構の検討と適切な人員管理

№44 職員教育の充実と求められる技術力の確保

つの取組４ 15 の
対応事業
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Ⅱ．経営効率化の取組ごとの効果額
（令和７年度分）

➤ 経営効率化の取組ごとの効果額
➤ 経営効率化の取組の内容と令和７年度の主な実績

モニタリング実施
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１. 経営効率化の取組ごとの効果額

経営効率化の取組 事業名 R4～５実績 R6実績 R7実績
R4-R7
累計

水道施設の
適正化・

効率化の取組

No.15 水道施設のダウンサイジングの検討 2,823,220 545,158 464,456 3,832,834

No.16 水道施設の効率的な運用 23,224 34,783 34,791 92,798

No.38 漏水防止対策事業 0 43,543 62,350 105,893

計 2,846,444 623,484 561,597 4,031,525

水道施設の
更新需要等

経費節減の取組

（No.15 水道施設のダウンサイジングの検討（再掲）) (2,823,220) (545,158) (464,456) (3,832,834)

No.36 水道施設長寿命化計画の推進 0 28,567 18,700 47,267

計 0 28,567 18,700 47,267

財源確保及び
業務改善の取組

No.47 企業債管理の適正化 0 10,532 0 10,532

No.49 財政支援等の要望と新たな財源確保の推進 121,036 251,713 490,797 863,546

No.51 業務改善の推進 39,874 55,629 49,873 145,376

No.53 ICT活用による業務の効率化の検討 946 1,145 1,195 3,286

計 161,856 319,019 541,865 1,022,740

効率的な組織
体制構築の取組

No.44 職員教育の充実と求められる技術力の確保 777 891 846 2,514

計 777 891 846 2,514

合 計 3,009,077 971,961 1,123,008 5,104,046

（単位：千円）
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2．経営効率化の取組の内容と令和７年度の主な実績

水道施設の適正化・効率化の取組 つの
対応事業３

取組内容 令和７年度実績

№15 水道施設のダウンサイジングの検討 【効果額：464,456千円】

・水道施設のダウンサイジングの検討
・水道施設の適正な施設規模での更新
・管路の適正な管路口径での更新
・管路の単線化
⇒ 水道施設の適正化を推進

・管路のダウンサイジングを実施（口径の縮小、延長の縮減）
三沢町配水管改良工事 外23件  【効果額：320,200千円】

・施設の適正化を実施（施設規模の縮小、設備の変更）
堤ノ上配水池 外1件 【効果額：48,395千円】

・輻輳管の単線化を実施
自由ケ丘配水管改良工事 外5件 【効果額：95,861千円】

№16 水道施設の効率的な運用 【効果額：34,791千円】

・ブロック配水の導入
・管理メーターの適正配置
⇒ 効率的な水運用方法を検討
・水源水量・施設の運転状況・施設運転状況

などのリアルタイム一元管理
⇒ 水道施設全体の弾力的な運用の実施

・浄水経費が安価な浄水場の配水量増加
上野原浄水場の配水量増加（平浄水場の減少）

  【効果額：28,195千円】
法田第2ポンプ場の配水量増加（山玉浄水場の減少）

  【効果額：6,596千円】

№38 漏水防止対策事業 【効果額：62,350千円】

・配水量分析などを基にした漏水調査の実施
・漏水箇所の早期発見
⇒ 漏水量の低減
・漏水修理履歴データベースの構築
・漏水多発エリアの分析
⇒ 老朽管更新に係る優先順位の設定

・漏水調査業務の実施（直営・委託）
・「衛星を活用した水道管路の漏水調査業務」を宮城県、福島県の

水道１０事業体で共同発注することにより、コスト削減及び効率
的な漏水調査の実施。加えて、国の交付金を活用することにより、
更なるコストの削減。 【効果額：62,350千円】

効果額は
項目Ⅱで
説明

効果額は
項目Ⅱで
説明
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水道施設の更新需要等経費節減の取組

※３R：
リデュース（減らす）
リユース（繰り返し使う）

   リサイクル（再生利用）

つの
対応事業３

取組内容 令和７年度実績

№15 水道施設のダウンサイジングの検討

（再掲） （再掲）

№36 水道施設長寿命化計画の推進  【効果額：18,700千円】

・計画に基づく点検等による水道施設の状況の的
確な把握

⇒ 漏水事故等の発生防止、
長寿命化による投資の抑制

・配水池12施設（94施設中）、ポンプ場21施設（82施
設中）は法定耐用年数を経過しているものの適正な維
持及び修繕等を行い使用

・移動電源車の運用により自家発電機の更新に係る費用
を節減（令和7年度は更新設計委託料）

【効果額：18,700千円】

№57 発生抑制を主眼とした３Ｒ*の推進と適正処理

・一事業者として環境に配慮した物品の調達
・「いわき市循環型オフィスづくり行動計画」に

基づく取組の実施
⇒ 環境負荷の低減

・水道局庁舎の照明器具のLED化（505個）

〈水道事業の各段階での環境対策のイメージ〉〈長寿命化対策と施設更新のイメージ〉

2．経営効率化の取組の内容と令和７年度の主な実績
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財源確保及び業務改善の取組
つの
対応事業８

取組内容 令和７年度実績

№45 将来の事業環境を見据えた水道料金制度の検討

・基本料金と水量料金の割合の検討
・逓増の度合いの見直し
⇒ 費用構造及び水需要構造の変化を勘案した
料金体系の検討

・料金の水準や体系全般について、第19次及び第20次
いわき市水道事業経営審議会において審議

№46 財政収支計画の推進

・長期的な収支見通しの試算
・財政収支計画の見直し
⇒ 水道事業経営の将来見通しの把握

・当初予算、補正予算を財政収支見通しに反映させ、
進捗管理を実施 など

№47 企業債管理の適正化

・企業債の適正規模での借り入れ
⇒ 更新需要の財源に活用

・企業債管理方針に基づき借り入れを実施

変動費

原価構造 水道料金

需要家費

固定費

基
本
料
金

水
量
料
金

本来は基本料金で

回収することが

望ましい

〈原価構造と水道料金の関係〉

２．経営効率化の取組の内容と令和７年度の主な実績
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取組内容 令和７年度実績

№48 アセットマネジメントの活用推進

・投資と財源の適正管理ツールとして活用
⇒ 資金確保が計画に沿っているか検証

・施設の更新需要について、変動要因を考慮した
計画の見直しを実施

№49 財政支援等の要望と新たな財源確保の推進  【効果額：490,797千円】

・災害対策事業等の補助・交付金採択基準や対象
条件の緩和

・企業債の繰り上げ償還時の金利負担の軽減等の
国等要望

・水道局所管不用地の売却等による財源化 など
⇒ 財政の健全化と水道料金の高騰抑制

・国庫補助金の各種協議・申請等の事務手続きを
実施 【効果額：234,026千円】

・水道管路耐震化事業に係る地方財政措置の事務
手続きを実施 【効果額：252,325千円】

・撤去メーターの売却（3,010個）
【効果額：4,446千円】

№50 新たな官民連携による業務改善の検討 

・PPP※1/PFI※2手法をはじめとした多様な官民
連携手法の調査・検討

・浄水施設の再整備でのDB※3、DBO※3、DBM※3

等の活用検討
⇒ 水道基盤の強化

・国が主催する官民連携推進に関する会議等に
参加し、情報収集等を実施

※1 Public Private Partnership（パブリック・プライベート・パートナーシップ）の略。公（官）民が連携して公共サービ
スの提供を行う考え方。

※2 Private Finance Initiative（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）の略。公共施設等の設計、建設、維持
管理及び運営に民間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主導で行うことで効率的かつ効果的な公
共サービスの提供を図るという考え方。PFIはPPPの代表的な手法の一つ。

※3 民間のノウハウを活用し公共施設等の設計、 建設、維持管理及び運営等を包括的に発注する手法。DB 方式（設計 
Design 建設 Build）、DBO方式（設計 Design 建設 Build 運転等 Operate）、DBM方式（設計 Design 建設 Build 
維持管理 Maintenance）は、行政が資金調達を行うためPFIではないが、PFIに準じた官民連携の方式。

２．経営効率化の取組の内容と令和７年度の主な実績
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取組内容 令和７年度実績

№51 業務改善の推進 【効果額：49,873千円】

・職員提案制度を活用した事務能率の向上、職
場における業務改善の意識の醸成・向上

・職員提案制度の改善
⇒ コストの削減、収入の増加、

お客さまサービスの向上及び
業務完了期間の縮減

・非常用飲料水袋の使用期限の延長【効果額：5,596千円】
・配水管図の交付方法を紙から写真撮影に変更したことに

よる業務効率化 【効果額：234千円】
・工業計器保守点検委託の見直し

点検頻度を「年１回」から「２年に１回（北部・南部交
 互）」に見直し（※令和7年度は南部で実施）   

【効果額：24,940千円】
・情報公開資料のデジタル化 ほか【効果額：19,103千円】

№53 ICT活用による業務の効率化の検討  【効果額：1,195千円】

・IoT※1やAI※2、RPA※3などの技術の適切利用
⇒ 更なる業務の効率化、

お客さまサービスの向上

・局内ＤＸの検討及び推進
・ＲＰＡの活用による事務効率化 【効果額：1,195千円】

※1 Internet of Things（モノのインターネット）の略。従来インターネットに接続されていなかった様々なモノ
が、ネットワークを通じてサーバーやクラウドサービスに接続され、相互に情報交換をする仕組み。

※2 Artificial Intelligence（人工知能）の略。大まかには、知的な機械、特に知的なコンピュータプログラムを作る
科学と技術と説明され、人工的につくられた人間のような知能、ないしそれをつくる技術などをいう。

※3 Robotic Process Automationの略。普段人が行う定型的なパソコン操作をソフトウェア（ロボット）が代替し
て自動化するものをいう。

効果額は
項目Ⅱで
説明

効果額は
項目Ⅱで
説明

２．経営効率化の取組の内容と令和７年度の主な実績
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効率的な組織体制構築の取組
つの
対応事業２

取組内容 令和７年度実績

№43 効率的な組織機構の検討と適切な人員管理

・組織体制や人員管理の見直し
⇒ 効率的かつ効果的に業務を遂行できる組織
体制づくりの推進

・組織体制の見直し
(令和８年度から「事業支援課」を新設)

・組織体制等に応じた適切な人員配置の実施

№44 職員教育の充実と求められる技術力の確保  【効果額：846千円】

・「人財育成基本方針」の改訂
・各種研修への派遣
・水道局主催の集合研修の実施
・会計制度等のスキルアップ研修の実施
⇒ 公務員倫理を遵守しコスト意識や経営感覚を
備えた公営企業職員の育成、職員の能力向上、
技術力の継承、新たな技術の習得

・各種研修への派遣
・工事監督員等研修や浄水場運転業務研修の実施
・オンライン研修の活用による旅費や移動時間等

の削減 【効果額：285千円】
・公的機関研修の活用による謝金の削減

【効果額：561千円】

〈局内研修の様子〉

２．経営効率化の取組の内容と令和７年度の主な実績
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Ⅲ．今後取り組んでいく経営改善策

➤ 今後取り組んでいく経営改善策

更なる経営改善策の確認
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〇収入増加に向けた取組

取組内容 効 果

水道料金水準
の見直し

○ 令和８年度以降の収益的収支の赤字及び、将来的に発生する
 資金不足に対応するため、水道料金制度全般について検討を
 進める
➤ 令和４年度から継続実施

諸収入の見直し

○ 指定給水装置工事事業者が給水装置工事を施工する場合に必
要となる設計審査手数料及び工事検査手数料などの諸収入につい
て、他事業体を参考に見直しを進める
➤ 令和８年度から料金見直し

資金運用の
見直し

○ 保有資金を有効活用するため、これまでの金融機関への預金に
加え、債券による 運用について検討を進める  

➤ 令和８年度から債券による複数年の運用を開始予定

１

２

今後取り組んでいく経営改善策

収入増加に向けた取組 経費節減に向けた取組＋

両面から実施
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〇経費節減に向けた取組（継続）

取組内容 効 果

委託料の節減に
向けた再点検

〇近年、人件費と同程度となっている事実を踏まえ、委託内容を再点検し、
不必要な部分を削ぎ落とすことで経費の節減に努める

効率的な組織機
構等の検討

〇いわき水みらいビジョン2031に掲げる66の事業を、より効率的に推進できる
組織とするための検討を進める

DX推進による業
務効率化

〇いわき市デジタル化推進基本方針及び水道局DX基本方針（水道独自の具体
的な取組策）に基づきDXを推進し、同時に業務の効率化を図る

民間活用手法の
活用

〇泉浄水場の再整備に向け、引き続き官民連携推進に関する会議等へ参加し、
DBを活用した新たな官民連携の取組の検討を進める

包括的民間委託
の検討

〇浄水場維持管理業務や水道料金等徴収関連業務について、包括的民間委託
を活用することで経費削減等のメリットを見出すための検討を進める

広域連携の推進
〇水道事業の基盤強化のために福島県が設定する広域連携検討会に引き続き
参加し、広域化に向けた検討を続けながら研修の共同実施などに取り組む

１

２

３
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Ⅳ．まとめ

➤ まとめ

最終確認
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まとめ

Ⅰ 水みらいビジョン策定に当たり取り込んだ経営効率化の取組について

 ➤ 水道施設の適正化・効率化の取組等、４つの取組、15の対応事業

☛ 投資額の縮減を図る取組など、取組の内容と令和７年度実績を確認

Ⅱ 経営効率化の取組ごとの効果額（令和７年度分）について

 ➤ 水道施設の統廃合・適正化による縮減額、その他の取組による経費削減額

☛ 計画に取り込んだ経営効率化の取組の令和７年度分のモニタリングを実施。

 効果額を踏まえ、今後も推進していく必要があることを確認

Ⅲ 今後取り組んでいく経営改善策について

 ➤ 収入増加に向けた取組、経費節減に向けた取組

☛ 先ずは、計画に取り込んだ経営効率化の取組を着実に実施していくことを

基本とするが、更なる収入増加、経費節減に向けた取組を検討、実施して

いく必要があることを確認
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